
様式 １　公表されるべき事項

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

国立研究開発法人海洋研究開発機構（法人番号 7021005008268）の役職員の報酬・給与等について

  ②  平成２７年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び平成２７年度における改定内容

役員報酬支給基準は、月額及び期末特別手当から構成されている。月額に

ついては、国立研究開発法人海洋研究開発機構役員報酬規程に則り、本給

（１,００６,０００円）に特別地域手当（本給の月額に１００分の１０を乗じて得た

額）を加算して算出している。期末特別手当についても、国立研究開発法人

海洋研究開発機構役員報酬規程に則り、合計額（本給＋特別地域手当＋本

給×１００分の２５＋（本給＋特別地域手当）×１００分の２０）に、次の各号に定

める割合の合計を乗じ、さらにその者の基準日以前６箇月以内の期間におけ

る在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
（１） 一般職の職員の給与に関する法律（昭和２５年法律第９５号。以下「一般
職給与法」という。）第１９条の４第２項において、指定職俸給表の適用を受け
る職員の期末手当基礎額に乗じる割合として定められる割合
（２） 一般職給与法第１９条の７第２項第１号ロにおいて、指定職俸給表の適
用を受ける職員の勤勉手当基礎額に乗じる割合として定められる割合

なお、平成２７年度では、一般職給与法の指定職の改定に準拠した期末特
別手当支給率の引き上げ（年間０．０５か月分）を実施した。

役員報酬支給基準は、月額及び期末特別手当から構成されている。月額に

ついては、国立研究開発法人海洋研究開発機構役員報酬規程に則り、本給

（８２０,０００円）に特別地域手当（本給の月額に１００分の１０を乗じて得た額）を

加算して算出している。期末特別手当についても、国立研究開発法人海洋研

究開発機構役員報酬規程に則り、合計額（本給＋特別地域手当＋本給×１０

０分の２５＋（本給＋特別地域手当）×１００分の２０）に、次の各号に定める割

合の合計を乗じ、さらにその者の基準日以前６箇月以内の期間における在職

期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
（１） 一般職給与法第１９条の４第２項において、指定職俸給表の適用を受け
る職員の期末手当基礎額に乗じる割合として定められる割合
（２） 一般職給与法第１９条の７第２項第１号ロにおいて、指定職俸給表の適
用を受ける職員の勤勉手当基礎額に乗じる割合として定められる割合

なお、平成２７年度では、給与法指定職の改定に準拠した期末特別手当支
給率の引き上げ（年間０．０５か月分）を実施した。

役員報酬については国立研究開発法人海洋研究開発機構役員報酬規程に基づき支給
した。 このうち、期末特別手当については「文部科学大臣が行う業績評価の結果を勘案し、
その者の職務実績に応じ、理事長がこれを増額し、又は減額することができる」としており、
平成２７年度においては当該規定に基づき平成２６年度の業績評価を反映している。

役員報酬水準を検討するにあたって、以下の国家公務員の給与水準及び類似する企業

規模のデータを参考とした。
① 事務次官年間報酬額…２２,４９１千円
② １,０００人以上３,０００人未満の企業規模を有する役員の年間報酬額…３１,５９２千円
（平成２７年民間企業における役員報酬（給与）調査）

- 1 -



理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

役員報酬支給基準は、月額から構成されている。月額については、国立
研究開発法人海洋研究開発機構役員報酬規程に則り、非常勤役員手当
（理事 １２１,７００円）を支給することとしている。

役員報酬支給基準は、月額及び期末特別手当から構成されている。月額に

ついては、国立研究開発法人海洋研究開発機構役員報酬規程に則り、本給

（７０３,０００円）に特別地域手当（本給の月額に１００分の１０を乗じて得た額）

を加算して算出している。期末特別手当についても、国立研究開発法人海洋

研究開発機構役員報酬規程に則り、合計額（本給＋特別地域手当＋本給×

１００分の２５＋（本給＋特別地域手当）×１００分の２０）に、次の各号に定める

割合の合計を乗じ、さらにその者の基準日以前６箇月以内の期間における在

職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
（１） 一般職給与法第１９条の４第２項において、指定職俸給表の適用を受け
る職員の期末手当基礎額に乗じる割合として定められる割合
（２） 一般職給与法第１９条の７第２項第１号ロにおいて、指定職俸給表の適
用を受ける職員の勤勉手当基礎額に乗じる割合として定められる割合

なお、平成２７年度では、給与法指定職の改定に準拠した期末特別手当支
給率の引き上げ（年間０．０５か月分）を実施した。

役員報酬支給基準は、月額から構成されている。月額については、国立
研究開発法人海洋研究開発機構役員報酬規程に則り、非常勤役員手当
（監事 ９８,０００円）を支給することとしている。
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２　役員の報酬等の支給状況
平成２７年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

18,254 12,072 4,975 1,207 （特別地域手当） ※

千円 千円 千円 千円

15,166 9,840 4,055
984
287

（特別地域手当）
（通勤手当） ※

千円 千円 千円 千円

7,459 4,914 1,896
491
157

（特別地域手当）
（通勤手当） 9月30日 ◇

千円 千円 千円 千円

15,267 9,840 4,150
984
293

（特別地域手当）
（通勤手当） ※

千円 千円 千円 千円

9,143 4,920 3,619
492
112

（特別地域手当）
（通勤手当） 10月1日 ◇

千円 千円 千円 千円

12,780 8,436 3,476
843
24

（特別地域手当）
（通勤手当） ※

千円 千円 千円 千円

0 0 0 0
（　　　　）

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
注３：単位未満を切り捨てているため、総額が内訳の合計と一致しないものがある。
注４：「B監事（非常勤）」の年間報酬等の総額は、本人辞退のため「０」となっている。

３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

A監事

B監事
（非常勤）

B理事

C理事

注５：「特別地域手当」は、一般職の職員の給与に関する法律（昭和２５年法律第９５号）第１１条の３の
規定に準じて支給する。

その他（内容）

D理事

法人の長

A理事

前職
就任・退任の状況

役名

当機構は、海洋に関する基盤的研究開発及び学術研究に関する協力

等の業務を総合的に行い、海洋科学技術の水準の向上を図り、学術研究

の発展に資することを目的としている。特に、地球深部探査船「ちきゅう」の

運用については、国際プロジェクトである国際深海科学掘削計画を推進し

つつ、世界的にも顕著な成果を多数挙げるなど順調に実績を挙げてきた。
そうした組織の中で、海洋研究開発機構の法人の長は、法人全体の研

究業務を総括する一方で、産学官との連携を進めるなど、高いマネジメン
ト能力やリーダーシップに加え、研究分野に対する高度な専門性が求めら
れる。

法人の長の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員年
間報酬額３１,５９２千円と比較した場合、同水準以下であり、また、事務次
官の年間給与額２２,４９１千円と比べてもそれ以下となっている。

また、文部科学省が所管する科学技術（人文科学のみに係るものを除
く。）に関する研究開発を主要な業務とする他法人の長と比較しても、その
報酬等の総額はそれらと均衡するものであると同時に、毎年の人事院勧告
の結果を反映しているところであり、職務内容の特性や他法人等との比較
を踏まえると、報酬水準は妥当であると考えられる。
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　理事

　理事（非常勤）

　監事

　監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

当機構は、海洋に関する基盤的研究開発及び学術研究に関する協力

等の業務を総合的に行い、海洋科学技術の水準の向上を図り、学術研

究の発展に資することを目的としている。特に、地球深部探査船「ちきゅ

う」の運用については、国際プロジェクトである国際深海科学掘削計画を

推進しつつ、世界的にも顕著な成果を多数挙げるなど順調に実績を挙

げてきた。
そうした組織の中で、海洋研究開発機構の理事は、各担当の業務を総

括する一方で、法人の長同様に高いマネジメント能力やリーダーシップ
に加え、各担当分野に対する高度な専門性が求められる。

理事の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の取締役の
年間報酬額２０,８１９千円と比較した場合、同水準以下であり、また、事
務次官の年間給与額２２,４９１千円と比べてもそれ以下となっている。

また、文部科学省が所管する科学技術（人文科学のみに係るものを除
く。）に関する研究開発を主要な業務とする他法人の理事と比較しても、
その報酬等の総額はそれらと均衡するものであると同時に、毎年の人事
院勧告の結果を反映しているところであり、職務内容の特性や他法人等
との比較を踏まえると、報酬水準は妥当であると考えられる。

当機構の監事の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の取

締役の年間報酬額２０,８１９千円と比較した場合、同水準以下であり、また、

事務次官の年間給与額２２,４９１千円と比べてもそれ以下となっている。
また、文部科学省が所管する科学技術（人文科学のみに係るものを除

く。）に関する研究開発を主要な業務とする他法人の理事と比較しても、そ
の報酬等の総額はそれらと均衡するものであると同時に、毎年の人事院勧
告の結果を反映しているところであり、職務内容の特性や他法人等との比
較を踏まえると、報酬水準は妥当であると考えられる。

該当者なし

当機構の監事の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の

取締役の年間報酬額２０,８１９千円と比較した場合、同水準以下であり、ま

た、事務次官の年間給与額２２,４９１千円と比べてもそれ以下となっている。
また、文部科学省が所管する科学技術（人文科学のみに係るものを除

く。）に関する研究開発を主要な業務とする他法人の理事と比較しても、そ
の報酬等の総額はそれらと均衡するものであると同時に、毎年の人事院勧
告の結果を反映しているところであり、職務内容の特性や他法人等との比
較を踏まえると、報酬水準は妥当であると考えられる。

職務内容の特性や業務の実績、参考となる他法人及び民間企業との比
較などを考慮すると、法人の長の報酬水準は妥当であると考える。
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４　役員の退職手当の支給状況（平成２７年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

法人での在職期間

該当者なし

法人の長

理事

監事
（非常勤）

判断理由

該当者なし法人の長

理事

監事
（非常勤）

監事

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

該当者なし

該当者なし

監事

役員報酬支給基準のうち、期末特別手当については、国立研究開発法人海洋研究開発
機構役員報酬規程に則り、文部科学大臣が行う業績評価の結果を勘案し、その者の職務
実績に応じ、理事長がこれを増額し、又は減額することができることになっている。Ⅰ１②に
ある仕組みを継続して実施し、必要に応じて拡充することを検討する。
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び平成２７年度における主な改定内容

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

当機構職員の給与水準を検討するにあたって、平成２７年度職種別民間給与実態調査

によるデータのうち、表１０ 職種別、規模別、学歴別、年齢階層別平均支給額（事務・技

術関係職種）等を参考とした。
① 国家公務員…平成２７年度において、国家公務員のうち行政職俸給表（一）の平均給
与月額は４０８,９９６円となっており、全職員の平均給与月額は４１６,４５５円となっている。
② 職種別民間給与実態調査で比較可能な当該法人と同等の規模（企業規模：５００人以
上）及び学歴（大学卒）の職種別平成２７年４月分平均支給額は、事務職では事務部長７
７０,８８７円、事務部次長６８２,０７７円、事務課長６６３,１３５円、事務課長代理５５０,７８９円、
事務係長５１４,１６５円、事務主任４２０,４４８円、事務係員３６０,７５２円、技術職では技術部
長７５６,９８７円、技術部次長７００,４７７円、技術課長６３３,０５４円、技術課長代理５２２,９１
３円、技術係長５２６,５５９円、技術主任４７５,２７１円、技術係員３８０,１７３円、となっている。

業務運営の効率化、効果的推進のために、優秀な人材の確保、適切な配置及び資質の
向上を目指し、各事業の遂行に必要とされる人員配置計画を定め、適切な職員の配置を
行い、人件費の管理を行っている。

勤務成績の給与への反映の度合いを高めることを目的とした人事評価制度を導入し、

評価結果を昇給及び期末手当に反映している。
また、特に顕著な業績を挙げた研究職員に対して業績手当を支給している。
本給は、４号給を標準として１号給から８号給以内の幅において、職階ごとに、人事評価

結果に応じた昇給幅を定め昇給させている。
期末手当は、人事評価に応じて、支給割合を決定している。

国立研究開発法人海洋研究開発機構職員給与規程に則り、本給及び諸手当（超過勤

務手当、休日勤務手当、深夜手当、潜水手当、放射線業務手当、役職手当、船員手当、

扶養手当、地域手当、広域異動手当、研究員調整手当、住居手当、 通勤手当、単身赴

任手当、寒冷地手当、船舶衛生管理者手当、在船当番手当、年次有給休暇中の船員に

対する食費及び期末手当）としている。
期末手当については、期末手当基準額（本給＋役職手当＋広域異動手当＋研究員調

整手当＋船員手当＋職務加算＋役職加算）に６月に支給する場合においては１００分の
１９７．５、１２月に支給する場合においては１００分の２２２．５を乗じ、さらに基準日以前６
か月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

なお、平成２７年度では、①全本給表のベースアップ（０．４％）、②期末手当の支給率
について、０．１か月分の引き上げを実施した。
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２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

274 43.1 7,713 5,656 95 2,057
人 歳 千円 千円 千円 千円

227 42.1 7,354 5,403 91 1,951
人 歳 千円 千円 千円 千円

47 47.8 9,446 6,878 113 2,568

（年俸制職員）
人 歳 千円 千円 千円 千円

376 42.7 5,728 5,660 113 68
人 歳 千円 千円 千円 千円

105 44.0 5,939 5,939 128 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

137 41.6 7,396 7,396 97 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

15 33.0 5,343 5,343 87 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

10 50.8 10,094 7,537 207 2,557
人 歳 千円 千円 千円 千円

109 43.4 3,082 3,082 113 0

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

注２：常勤職員の医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）、教員職種（高等専門学校教員）については該当者がいないため、記載をしていない。

注３：在外職員については該当者がいないため、記載をしていない。

注４：任期制職員の医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）、教育職種（高等専門学校教員）については該当者がいないため、記載をしていない。

注５：再任用職員については該当者がいないため、記載をしていない。

注６：非常勤職員については該当者がいないため、記載をしていない。

支援スタッフ

うち賞与平均年齢

出向職員

任期付職員

事務・技術

研究職種

区分

常勤職員

事務・技術

研究職種

うち所定内

ポスドク研究員

平成２７年度の年間給与額（平均）

総額
人員
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②

注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員）〔在外職員、任期付職員及び再任用職
員を除く。以下、④まで同じ。〕

注２：年齢２０～２３歳の該当者は２人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、年間給与について表
示していない。

注２：年齢３２～３５歳の該当者が１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、年間給与については
表示していない。

注３：年齢３６～３９歳の該当者は２人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、年間給与については
表示していない。

注４：年齢５６～５９歳の該当者は１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、年間給与については
表示していない。
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0 

2 

4 

6 

8 

10 

12 

14 

16 

0 

2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

10,000 

12,000 

14,000 

２０－２３歳２４－２７歳２８－３１歳３２－３５歳３６－３９歳４０－４３歳４４－４７歳４８－５１歳５２－５５歳５６－５９歳

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（研究職員）
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人
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③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

本部部長 7 57.5 11,996

本部課長 49 52.1 10,226

本部課長補佐 47 46.0 7,777

本部係長 44 42.4 6,569

本部係員 80 32.1 5,113

（研究職員）

平均
人 歳 千円

本部研究部長 6 52.5 12,699

本部研究課長 13 51.0 10,741

本部研究課長補佐・同相当職 10 46.0 8,544

本部主任研究員 11 47.4 8,144

本部研究員 7 40.8 6,832

④

（事務・技術職員）

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

70 70 70
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 30 30 30

％ ％ ％

         最高～最低 37.7 ～ 22.8 34.3 ～ 24.7 37.7 ～ 22.8

％ ％ ％

70 70 70
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 30 30 30

％ ％ ％

         最高～最低 33.4 ～ 22.8 37.8 ～ 22.9 37.8 ～ 22.8

（研究職員）

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

70 70 70
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 30 30 30

％ ％ ％

         最高～最低 42.8 ～ 28.5 34.3 ～ 28.6 42.8 ～ 28.5

％ ％ ％

70 70 70
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 30 30 30

％ ％ ％

         最高～最低 34.2 ～ 22.8 34.3 ～ 24.7 34.3 ～ 22.8

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

8,215 ～ 3,468

9,921 ～ 7,999

8,493 ～ 7,733

7,566 ～ 6,091

13,259 ～ 11,738

11,453 ～ 8,598

年間給与額

平均年齢

平均年齢

千円

最高～最低

9,492 ～ 6,193

8,539 ～ 5,825

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

最高～最低

賞与（平成２７年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／研究職員）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

11,458 ～ 7,529

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員）

分布状況を示すグループ

千円

年間給与額

12,219 ～ 11,814

人員

分布状況を示すグループ 人員

- 9 -



３　給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員

対国家公務員
指数の状況

・年齢・地域勘案　　　　　　　　 １１８．０

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

(1)学歴構成
　当機構は、海底資源研究開発、海洋・地球環境変動研究開発、海域地震
発生帯研究開発、海洋生命理工学研究開発、先端的基盤技術の開発及び
その活用等国家的・社会的ニーズを踏まえた戦略的・重点的な研究開発を
推進する等、海洋に関する基盤技術開発において世界をリードする研究開
発を推進しており、極めて高度な知識を有する研究者が在籍している。事務
技術組織においては、これらの研究者と一体となり、機構の将来にわたって
研究マネジメント及び機構の組織運営等高度な業務を、迅速かつ的確に遂
行していくため、研究開発、研究施設・設備の運用等専門性の高い事業を
理解し、企画立案力、折衝力及び国際調整力等の優れた能力を必要として
いる。従って、学歴が大学卒以上（特に理工系修士課程修了）の者を中心に
採用しており、国家公務員行政職と比較して大学卒以上の比率が非常に高
い。
大学卒以上である職員の割合：
●国家公務員(行政職（一）適用者)：５４．７％（うち修士課程修了以上：６．
２％）
　※平成２７年人事院勧告　参考資料「１　国家公務員給与関係」第２表に基
づく
●海洋研究開発機構：８４．１％（うち修士課程修了以上：３６．６％）

(2)管理職員の割合
　当機構は、研究者の流動性を維持し世界最先端の研究水準を維持するた
めに研究者の多くを任期制職員として雇用しているとともに、研究遂行上必
要とされる種々の役割と業態に対応するべく複数の雇用形態を併用した人
員体制を採っている。多様な人員の管理に係る綿密な業務については、各
研究組織に事務部門をおき、研究推進に係る事務管理を一手に担う体制を
採っている。また、７隻に及ぶ船舶の運航管理及び勤務形態の複雑な船員
の人員管理を行う事務組織が不可欠である。当機構においては経営企画
部、総務部、人事部、経理部等といった管理部門と、研究推進部門及び船
舶運航部門とが密に連携して迅速に判断を下し、高度な業務を遂行する必
要があるため、各事務組織において多くの管理職員を必要としている。これ
らの組織においては業務の効率化を推進した結果、常勤職員においては、
より担当業務が高度化する傾向にあり、その結果として国家公務員行政職と
比較して管理職員の割合が高くなっている。
管理職員の割合：
●国家公務員：１７．３％
　※人事院による「平成２７年国家公務員給与等実態調査結果」第１２表に
おける行政職（一）俸給の特別調整額受給者の割合に基づく
●海洋研究開発機構：２４．７％（ただし、比較対象職員２２７人に、事務・技
術業務に従事している任期付職員１０５人、支援スタッフ１２９人、出向職員１
０人を加えた場合、管理職の割合は１４．９％となる。）

(3)人員構成
　当機構は、人材の活用方針として、任期制職員を積極的に活用している。
とりわけ、国家公務員と比較するならば、行政職（一）俸給表でいうところの１
級から３級相当の業務について、その多くを給与体系が完全職務給である
任期制支援職職員の担当業務として位置付けることで、効率的な人員配置
を行い、年功序列的に人件費が上昇していくことを抑制している。
　現在のラスパイレス指数（対国家公務員指数）においては、その比較対象
が定年制職員に限定されるため、これら支援職層を中心とする任期制職員
が数字上反映されていない。具体的には、事務・技術系の職員としては定年
制及び任期制の合計４７１人が在職している。本紙で公表しているラスパイレ
ス指数は、前述４７１人のうち定年制職員分の２２７人（４８．２％）を対象として
いる。

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　 １１１．５

内容

・年齢・地域・学歴勘案　　　　  １１６．９

項目
・年齢勘案　　　　　　　　　　　　１１４．６
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（主務大臣の検証結果）
　初公表時（平成16年度）の比較指標は117.1であり、今回と比較すると2.5ポ
イント減少している。これはその間、期末手当における国家公務員を超える
支給月数の引下げや役職手当の引下げ、特別昇給の廃止等を行った結果
であると考えられる。今後も独立行政法人通則法による「職員の給与等」の
趣旨に則り、引き続き適正な給与水準の確保に取り組んでいく必要があると
考える。

　給与水準の妥当性の
　検証

　第２期中期計画において目標とした、年齢勘案１１６．４未満を達成してい
る状況ではあるが、引き続き、人事評価による抑制的昇給制度等により適切
な給与水準となるよう努める。

（法人の検証結果）
　海洋は地球環境の変化に大きく関連し、地球上のすべての生命維持のた
めに必要不可欠なものである。海洋に関する科学的な知見の充実が重要で
あり、地球温暖化や巨大海溝型地震・津波への対応、海洋鉱物資源の開発
等、政策課題対応型の研究開発が必要とされており、海洋研究の次世代を
担う人材育成の重要性が指摘されている。国家基幹技術を始めとする海洋
に関する基盤的な技術開発力や海洋科学技術に関する基礎的な研究開発
力を着実に強化し、推進することが必要となる。これらの事業の性格が国か
らの財政支出を受けている理由である。このような国家プロジェクトの研究開
発の実施のために、高度な専門知識と業務遂行能力を維持するため現在の
給与水準となっている。

講ずる措置
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研究職員

（主務大臣の検証結果）
　給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から
給与水準は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めて
いただきたい。

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　　 ９８．５

項目 内容

・年齢・地域勘案　　　　　　　　 １０３．５

(1)学歴構成
　当機構は、海底資源研究開発、海洋・地球環境変動研究開発、海域地震
発生帯研究開発、海洋生命理工学研究開発、先端的基盤技術の開発及び
その活用等国家的・社会的ニーズを踏まえた戦略的・重点的な研究開発を
推進する等、海洋に関する基盤技術開発において世界をリードする研究開
発を推進しており、極めて高度な知識を有する研究者が在籍している。従っ
て、学歴が修士課程修了以上の者しか存在しない。
修士課程修了以上である職員の割合：
●国家公務員(研究職)：　７６．３％※
●海洋研究開発機構：　１００．０％
　※平成２７年人事院勧告　参考資料「１　国家公務員給与関係」第２表に基
づく

(2)管理職の割合
　当機構は、研究者の流動性を維持し世界最先端の研究水準を維持するた
めに、平成１９年から研究者を原則として任期制職員として雇用している。そ
のため、現存する定年制職員の中では、管理職の割合が高く出る傾向があ
る。
管理職員の割合：
●国家公務員：７１．８％
　※人事院による「平成２７年国家公務員給与等実態調査結果」第１２表に
おける研究職俸給の特別調整額受給者の割合に基づく
●海洋研究開発機構：３８．３％（ただし、比較対象職員４７人に、年俸制の
定年制職員７８人、任期制職員として研究業務に従事している研究職種１３７
人、ポストドクトラル研究員１５人を加えた場合、管理職の割合は２０．９％とな
る。）

(3)人員構成
　当機構の研究職については、平成１９年から、原則、任期制職員のみの採
用となっており、ラスパイレス指数（対国家公務員指数）の比較対象となる定
年制職員は年俸制適用者を除く既存の４７人となっている。そのため、ラスパ
イレス指数の比較においては、母数が極めて小さいため、人事異動等により
指数が変動しやすい傾向がある。

　給与水準の妥当性の
　検証

講ずる措置

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

国家公務員の水準を下回っているが、今後も国家公務員の給与の動向を注
視し、適切な給与水準となるよう努める。

（法人の検証結果）
　海洋は地球環境の変化に大きく関連し、地球上のすべての生命維持のた
めに必要不可欠なものである。海洋に関する科学的な知見の充実が重要で
あり、地球温暖化や巨大海溝型地震・津波への対応、海洋鉱物資源の開発
等、政策課題対応型の研究開発が必要とされており、海洋研究の次世代を
担う人材育成の重要性が指摘されている。国家基幹技術を始めとする海洋
に関する基盤的な技術開発力や海洋科学技術に関する基礎的な研究開発
力を着実に強化し、推進することが必要となる。これらの事業の性格が国か
らの財政支出を受けている理由である。このような国家プロジェクトの研究開
発の実施のために、高度な専門知識と業務遂行能力を維持するため現在の
給与水準となっている。

対国家公務員
指数の状況

・年齢・地域・学歴勘案　　　　　１０２．８

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　　９９．０
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４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

Ⅲ　総人件費について

(A)

(Ｂ)

(Ｃ)

(D)

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

千円

福利厚生費
1,624,325 1,730,510

千円千円

千円

千円

9,243,940 9,587,615
最広義人件費

7,160,312

千円

千円

千円

155,962

431,536 497,584

千円

千円

平成２６年度 平成２７年度

7,032,117

非常勤役職員等給与

退職手当支給額

区　　分

199,209

給与、報酬等支給総額

注：中期目標管理法人及び国立研究開発法人については中期目標期間又は中長期目標
　　 期間の開始年度分から当年度分までを記載する。行政執行法人については当年度分を
　　 記載する。

「給与、報酬等支給総額」は、平成２７年人事院勧告の内容に準じ、本給

表及び期末手当の改正を行ったことにより、１２８，１９５千円の増加となった。
「退職手当支給額」は、退職者の増加により４３，２４７千円の増加となった。
「非常勤役職員等給与」は、受託事業の採択増加に伴う外部資金による

派遣職員受入数の増加及び育児休業や期中退職等に伴う職員の欠員補
充による派遣職員受入増加により６６，０４８千円の増加となった。

「福利厚生費」は、健康保険料率の大幅引き上げによる増加、及び宿舎

管理代行費用の増加により１０６，１８５千円の増加となった。
以上から、「最広義人件費」は対前年度比３４３，６７５千円の増加となった。

特になし

○２２歳（大卒初任給、独身）
月額１９２,０００円 年間給与２,８４７,０００円

○３５歳（配偶者・子１人）
月額３７３,０００円 年間給与６,１２５,０００円

○４５歳（課長代理、配偶者・子２人）
月額４９７,０００円 年間給与８,１６５,０００円

期末手当の算定にあたり、人事評価の結果により係数を定め、 評価結果

を支給額に反映させる仕組みを導入している。
Ⅱ１②にある仕組みを継続して実施し、必要に応じて拡充することを検討

する。
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